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～“はたらく” 組織をえがおに～
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今月の無料相談会

「“見える化”コンサルティング」のご案内
弊社提供のサービスのご案内です。

「見える化コンサルティング」により、表面化しづらい人事労務の問題点
を、数値化・グラフ化することで“見える化“し、問題解決の足掛かりにし
ませんか？弊社では５つの見える化サービスをご用意しております。

お問合せ先： info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）

～発行元～ 一般社団法人えがお・ワークラボ

代表理事 上田 恭子
（特定社会保険労務士、組織力診断士）

＜スタッフ：社労士4名、行政書士１名、職員11名＞

開
催 日時・場所 備考

京
都

日時： 6/9（木） 13:00 - 17:00
場所： 京都リサーチパーク

4号館3階 BIZ NEXT

※京都会場 次回7月の開催予定は
7/7（木）13:00-17:00 です。

※ご予約不要です。お気軽にお越し
下さい。 （BIZ NEXT受付へ）

大
阪

日時： 6/10（金） 13：00 - 15：00
場所：グランフロント大阪

北館7階「ナレッジサロン」
プロジェクトルーム E

※大阪会場 次回7月の開催予定は
7/8（金）13:00-15:00 です。

※ご予約不要です。お気軽にお越し
下さい。 （ナレッジサロン受付へ）

東
京

日時：6/16（木）10:00 - 17:00
場所：ビジネスエアポート東京

※要予約になります。事前に下記
問合先までご連絡下さい。

お
問
合
先

info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）
※京都・大阪会場はご予約不要ですが、ご予約頂いた方優先になりますので

ご了承ください

【本店】 〒600-8815 京都市下京区中堂寺粟田町93 KRP4号館3階

TEL：（075）352-2848 FAX：（075）320-3689

【支店】 東京オフィス、新大阪オフィス、松山オフィス

【ＨＰ】 https://egaoworklabo.or.jp/

【お問合先】 info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）

●算定基礎届 ガイドブック・説明動画公開

●不妊治療と仕事の両立支援の在り方
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今後の人件費の予想

自社の基本給の特徴

評価の偏り

シニア社員の活用・活躍度

☆ただいま無料体験実施中☆ お気軽にご連絡ください

※ACS個性診断

約7割の学生がジョブ型採用への関心示す（2024年卒対象アンケート）

2022年4月から不妊治療が広く保険適用の対象になったことが一つの
きっかけとなり、企業には不妊治療と仕事の両立がこれからより求めら
れる状況になることが予想される。厚生労働省では、不妊治療と仕事の
両立に関する認定企業制度、助成金創設の他、職場づくりのマニュア
ルやハンドブックの公開を行う等、企業の取り組みを後押ししている。

5月20日、日本年金機構は、「算定基礎届の記入・提出ガイドブック
（令和4年度）」と動画「令和4年度算定基礎届事務説明」を公開した。
様式等は6月中旬より順次、各企業に届くことが予定されている。
⇒詳細はコチラ
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2022/202205/0520.html

会員数40万名の、ダイレクトリクルーティングサイト「あさがくナビ」を運営する株式会社学情は、
2024年3月卒業（修了）予定の大学生・大学院生を対象に、「ジョブ型採用」をテーマとしたイン
ターネットアンケートを実施しました。

Q1,ジョブ型採用に興味はありますか？

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％0％

Q2,ジョブ型採用に興味をもっている理由（複数回答）

えがお・ワークラボでは
ジョブ型人事評価制度
のコンサルティングを
承っております。

●男女の賃金格差 開示の義務化（法改正への調整へ）
5月20日、総理大臣官邸で開かれた第７回新しい資本主義実現会議に
おいて岸田総理は労働者の男女間賃金格差を解消していくため、早急
に、女性活躍推進法の制度改正を実施し、労働者３００人を超える事
業主に対し、男性の賃金に対する女性の賃金の割合を開示することを
義務化すると述べた。時季については“今夏での施行“と表明している。
⇒詳細はコチラ
https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202205/20shihon.html

●賃金のデジタル支払いの検討状況
厚生労働省はこのほど、制度化に向けた検討を進めている「賃金の

デジタル支払い」について全体像を提示した。デジタル支払いには、
労働者の同意が必須であり、同意を得る際には次のような条件を課
すとしている。
〇厚労省指定の資金移動業者であること
〇必ず、銀行口座振り込みとの選択式であること（現金は×）
〇移動業者の破綻時の補償、不正引出し時の補償、アカウントの有

効期間等の説明事項が記載された同意書を取ること

分析
「終身雇用」が当たり前でなくなりつつある現在では、「総合職」と
してキャリア形成を企業に委ねるのではなく、あらかじめ仕事内容や
配属先が明確な「ジョブ型」で主体的にキャリアを描いていきたいと
いう意向が、「ジョブ型」への関心につながっていると推察されます。


